
 

 

 
 

「広島デジフラ構想」の改訂について 

 

 

 

１ 要 旨 

  令和３年３月に策定した「広島デジフラ構想」について、取組内容の見直しを行

い、「広島デジフラ構想 2024」として公表した。 

 
 
２ 現状・背景 

  調査、設計、施工から維持管理のあらゆる段階において、デジタル技術を最大限

に活用し、官民が連携してインフラをより効果的・効率的にマネジメントしていく

ため、「広島デジフラ構想」を策定し、構想に掲げる具体な取組を推進している。 
  構想に掲げる取組案については、毎年度フォローアップを実施し、取組内容やロ

ードマップの見直しを行っている。 
 
 
３ 概 要 

(1)  計画期間 
令和３年度～令和７年度［５年間］ 

 
(2)  改訂内容 

   取組の前倒しや取組内容の拡充・具体化など、「広島デジフラ構想」に掲げる取

組内容の見直しを行い、引き続き 50 項目の取組案で推進する。 
 
 
４ スケジュール 

  令和６年４月 19 日（金）13 時から県ホームページにて公表 
  【ＵＲＬ】https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/95/hiroshimadejihura.html 

令和６年５月 13 日 
課 名 土木建築局建設ＤＸ担当 
担当者 課長 野浜 
内 線 3863 

資料番号   ８ 

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/95/hiroshimadejihura.html
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［令和６年度版］ 

広島デジフラ構想
デジタル×インフラ



 

改訂履歴  

版数 年月 改訂内容 

初版 2021 年３月  
第１回改訂 2022 年３月 ・空港、港湾、管理部門等の７項目の取組案を追加 

・既存の 40 項目の取組内容を見直し 
第２回改訂 2023 年３月 ・第 1 総論-２策定の背景-２．２広島県の DX の取組状況

に「広島県ＤＸ加速プラン」に関する記載を追加 
・住宅、観光、建築部門の３項目の取組案を追加 
・既存の 47 項目の取組内容を見直し 

第３回改訂 2024 年 3 月 ・既存の 22 項目の取組内容を見直し 
 

 

 

 

 

 

  



 

 

１ 策定の趣旨 

 近年、ＡＩ1／ＩоＴ2、ロボティクス 3等のデジタル技術やビッグデータ 4を活用

したデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）5と呼ばれる潮流が、世界的に巻き

起こっています。 

 本県では、この潮流を、新たなサービス・付加価値の創出による生産性向上や競

争力強化といった経済発展と、人口減少、少子化・高齢化に伴う労働力不足や地域

活力の低下などの社会課題の解決の双方を実現させる好機と捉え、令和２年 10 月に

策定した県の総合戦略である「安心 誇り 挑戦 ひろしまビジョン」において、ＤＸ

の推進を全ての施策を貫く３つの視点の一つとして掲げるとともに、令和３年３月

に策定した社会資本分野のマネジメント基本方針である「社会資本未来プラン」に

おいても、効果を高めるための施策として位置付け、先駆的に取り組むこととして

います。 

今回策定する「広島デジフラ構想」（以下「本構想」という。）は、建設分野におけ

る調査、設計、施工から維持管理のあらゆる段階において、デジタル技術を最大限

に活用し、官民が連携してインフラ（公共土木施設等）をより効果的・効率的に   

マネジメント（管理・運営）していくため、目指す姿や具体な取組案をとりまとめ

るものです。また、事業別整備計画などの関連計画においても、デジタル技術の活

用等に取り組んでいくこととしており、本構想はこれらの取組を包括するものとな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 ＡＩ Artificial Intelligence の略。コンピュータがデータを分析し、推論・判断、最適化提案、課題定義、解決・学習などを行う、人間の知的
能力を模倣する技術を意味する。 

2 ＩｏＴ Internet of Things の略。産業用機器から自動車、家電製品など様々な「モノ」をインターネットにつなげる技術。 
3 ロボティクス（Robotics） ロボットの設計･製作･制御を行う「ロボット工学」を意味する。ロボットに関連した科学研究を総じて呼ぶ場合もある。 
4 ビッグデータ（big data） 一般的なデータ管理・処理ソフトでは扱うことが困難なほど巨大で複雑なデータの集合を表す用語であり、人流や物流
などリアルタイム性のあるようなデータを指すことが多い。 

5 デジタルトランスフォーメーション（Digital Transformation） デジタル技術を活用して、生活に関わるあらゆる分野（仕事、暮らし、地域社会、
行政）において、ビジネスモデル、オペレーション、組織、文化などの在り方に変革を起こすこと。一般的にＤＸと略される。 

図１．１ 施策の体系 
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【参考】 
 デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）とは？ 

・2004 年にスウェーデンのウメオ大学エリック・ストルターマン教授が提唱した「IT
の浸透が、人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させる」という概念。 

・経済産業省では、これを「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データと
デジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネス
モデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を
変革し、競争上の優位性を確立すること。」と定義している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

参考図１ ＤＸの３つの段階 

参考図２ デジタル化とイノベーション 

第１ 総論 

2



 

 

２ 策定の背景 

２．１ デジタルビジネス時代の到来 

インターネットを基盤として、ＡＩ／ＩｏＴ等のデジタル技術が社会へ浸透し、

経済・社会のデジタル化が進展しており、今後、超高速・多数接続・超低遅延と

いった特徴を持つ第５世代移動通信システム（５Ｇ）の普及等により、経済・社

会のデジタル化が更に急速に進展していくことが見込まれています。 

 また、インターネット利用の増大とＩｏＴの普及に伴い、ビッグデータの生成

とＡＩによるデータ分析やＲＰＡ6技術の活用などが進み、新たな価値創造が始ま

っています。 

 こうした進展するデジタル技術とデータを活用し、新たなサービスやビジネス

モデルを実現する動きが、社会全体で進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
6 ＲＰＡ Robotic Process Automation の略。ソフトウェアロボット又は仮想知的労働者と呼ばれる概念に基づく、事業プロセス自動化技術の
一種。  

図１．２ ビジネス・ＩＴ・社会の変遷 

図１．３ 技術の進歩と活用の変化 
（出典）経済産業省ＨＰ「デジタルトランスフォーメーションの加速に向けた研究会 ワーキンググループ 1 報告書」 

 https://www.meti.go.jp/press/2020/12/20201228004/20201228004-5.pdf 

第１ 総論 

２ 

3

https://www.meti.go.jp/press/2020/12/20201228004/20201228004-5.pdf


 

 

２ 策定の背景 

２．２ 広島県のＤＸの取組状況 

（１）広島県のＤＸの目指す姿と取組方針 

 本県では、デジタル化の進展による社会変化に対応するため、全庁横断的な

組織である「広島県ＤＸ推進本部」を令和元年７月に設置し、ＤＸの推進に  

よる 30 年後の目指す姿を掲げ、「仕事・暮らしＤＸ」、「地域社会ＤＸ」、「行政

ＤＸ」を３つの柱として取組を推進しています。 

取組の推進にあたっては、目指す姿を共有し、各主体がその実現に向けて 

小さな単位で実践を繰り返し、その成功や失敗の経験を活かす「広島たちまち

ＤＸ」を進めることで実現してくこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図１．５ 広島たちまちＤＸ 

図１．４ 広島県のＤＸの目指す姿 
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２ 策定の背景 

 

（２）広島県ＤＸ推進コミュニティの創設 

 本県では、県内の企業・事業者、教育機関、行政等が切磋琢磨したり、協調・

協働しながら、デジタル技術やデータを有効活用して、将来の広島県を創って

いくための実践を促すことを目的として、これらの関係者が参画する場である、

「広島県ＤＸ推進コミュニティ」を令和２年 11 月に創設しました。 

 このコミュニティでは、メンバーのＤＸ推進の熟度に応じた活動を行うこと

とし、まずはＤＸに対する理解・実践意識の醸成を図る活動から始め、メンバ

ーのニーズを踏まえながら、順次活動を拡大していくこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図１．６ 広島県ＤＸ推進コミュニティの構成 

図１．７ ＤＸ推進の熟度と必要なアクション 

ＤＸ推進リーダー (産業界代表 広島県商工会議所連合会 会頭）

コミュニティメンバー
（県内企業・事業者，教育機関，行政等）

広島県ＤＸ推進コミュニティ

ＤＸ推進サブリーダー (行政代表:広島県 ＤＸ推進本部長）

アクティビティ１
ＤＸ勉強会

アクティビティ２
ＤＸ事例研究会

アクティビティ３

未来を語る100人

アクティビティ1
人材育成・確保・活用

アクティビティ２
データ活用

アクティビティ３

地域課題の解決
アクティビティ４

行政ＤＸ

ＤＸに対する理解・実践意識の醸成 地域の共通課題の解決に向けた活動

アクティビティＸ

〇〇〇〇〇〇〇

アドバイザー（県内有識者，先進企業等）

事務局(広島県総務局DX推進チーム) 協力機関（公益財団法人ひろしま産業振興機構）等監 事

企業・事業者等におけるＤＸ推進の熟度

デジタル技術やデータ，ＤＸについての理解を深める。
自社の抱える課題を明らかにする。
自社の抱える課題を解決する際，デジタル技術やデータをどの
ように活用すればよいかを検討する。

ＤＸをさらに推進するために必要なアクション

共通 専門人材の確保・活用
実践を通じた人材育成

課題とデジタル技術等を活用した解決策を結びつける。
小さくはじめ，迅速かつ柔軟に実践する。

試行にとどまっている原因を明らかにする。
試行にとどまっている原因を取り除く。

ＤＸに関心がない

戦略的かつ
持続的に実践

戦略的に
実践

やりたいことはあるが
実践できていない

ＤＸに関心はあるが
何をすればよいかわからない

実践しているが
試行にとどまっている

社内又はバリューチェーン全体の最適化を図るＤＸを実践する。
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２ 策定の背景 

 

（３）広島県ＤＸ加速プランの策定 

 我が国や本県を取り巻く状況を踏まえながら、ＤＸについて、行政が民間の

知見を活用しながら積極的に環境整備を行い、民間事業者がこれまで以上に自

律的・持続的に推進する「全県的な取組」へと加速させるための方針を明らか

にするため、「広島県ＤＸ加速プラン」を令和４年 11月に策定しました。 

このプランでは、県内の行政や民間事業者がＤＸを自分事としてとらえ、 

それぞれの目的の実現に向けて試行錯誤している状態を目指す姿として掲げ、

行政として、自らがＤＸに取組むとともに、県内の民間事業者が主導的な役割

を担うべき取組については、より多くの民間事業者がＤＸに着手し試行錯誤で

きる状態に移行できるよう後押しすることで、地域の魅力を高める好循環を生

み出すことができると考えています。 

こうした認識の下、プランでは、 

柱１：デジタル投資の促進 

柱２：人材の確保・育成の促進 

柱３：自律的な取組の実践を支える環境整備 

を取組の柱として進めることとしています。 
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２ 策定の背景 

２．３ 国土交通省の動向 

国土交通省では、令和２年３月に策定した「国土交通省デジタル・ガバメント

中長期計画」において、利用者中心の行政サービス改革・行政手続きのデジタル

化、デジタル・ガバメントの実現のための基盤整備、価値を生み出すＩＴガバナ

ンス、業務におけるデジタル技術の活用に取り組む方針を掲げるとともに、「国土

交通省インフラ分野のＤＸ推進本部」を令和２年７月に設置し、省庁横断的な体

制でインフラ分野のＤＸを推進しています。 

また、この取組の一つとして、ＢＩＭ／ＣＩＭ 7 やＩＣＴ施工 8 などの     

i-Construction9の取組で得られる３次元データを活用し、さらに官民が保有する

様々な技術やデータの連携を可能にする「国土交通プラットフォーム 1.0」を  

令和２年４月に公開し、データの充実を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
7 ＢＩＭ／ＣＩＭ Building/Construction Information Modeling(Management) の略。計画、調査、設計段階から３次元モデルを
導入することにより、その後の施工、維持管理の各段階においても３次元モデルを連携・発展させて事業全体にわたる関係者間の情報共有を容易
にし、一連の建設生産システムの効率化・高度化を図ること。 

8 ＩＣＴ施工 ＩＣＴは Information and Communication Technology の略であり、情報通信に関する技術の総称。建設事業における
「施工」において、情報通信技術（ＩＣＴ）の活用により、各プロセスから得られる電子情報をやりとりして高効率・高精度な施工を実現するもの。 

9 i-Construction ＩＣＴの全面的な活用等の施策を建設現場に導入することによって、建設生産システム全体の生産性向上を図り、魅力ある
建設現場を目指す取組。  

図１．９ 国土交通データプラットフォーム 1.0 の概要 

（出典）国土交通省ＨＰ「国土交通データプラットフォーム 1.0 報道発表資料（参考資料）」 

    https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001341855.pdf 
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３ 現状と課題 

３．１ 自然災害の激甚化・頻発化 

地球温暖化等による異常気象により、全国各地で甚大な被害をもたらす気象災

害が頻発化しており、近い将来起きると予想されている南海トラフ地震などの 

巨大地震も危惧されています。 

本県においても、平成 30年７月豪雨により、県内全域で土砂災害や河川の氾濫

が多数発生し、多くの尊い命が奪われたほか、県民生活や経済活動の基盤となる

あらゆるインフラにも多大な被害が生じました。 

このような大規模災害等による被害を防止又は軽減させるためには、デジタル

技術やデータを活用し、計画的なハード整備や維持管理をより効果的・効率的に

推進するとともに、災害リスク情報等の的確な発信や防災教育の高度化など、  

ソフト対策を更に充実・強化することが必要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図１．10 2000 年以降に発生した災害の一例 

写真１．１ 平成 30年７月豪雨における災害発生状況 
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（出典）国土交通省ＨＰ「国土交通白書 2020」 

 https://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/r01/hakusho/r02/pdf/np101100.pdf 
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３ 現状と課題 

３．２ インフラ老朽化の進行 

本県におけるインフラは、その多くが高度経済成長期に整備されており、   

建設後 50 年以上経過した施設の割合が、例えば橋梁では、令和２年度の約 54％

から 20年後の令和 22 年度には約 81％と増大するなど、加速度的に老朽化が進行

することが見込まれます。 

インフラ老朽化の進行や新規整備による施設数の増加により、従来の手法の 

ままではインフラに求められる機能を維持し続けることが困難となることが懸念

され、デジタル技術を活用した維持管理の一層の高度化・効率化が必要となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図１．11 建設後 50 年以上経過する施設の割合 

図１．12 従来の維持管理手法の例 

写真１．２ 橋梁点検車による 
      施設点検の実施状況 

点検

評価

修繕設計

修繕工事

◆点検対象施設の抽出
◆(近接)目視による点検
◆損傷部位の計測・写真撮影
◆点検結果の記録・保存
(必要に応じて行うもの)
◆触診や打音による点検
◆橋梁点検車などの特殊車両の使用
◆水面下の潜水点検

◆部材単位で損傷度を評価
◆施設毎の健全度を判定
◆修繕の優先順位付け

◆詳細な現地調査
◆劣化要因等の特定
◆修繕工法の検討・設計

◆修繕工事の実施
◆修繕結果の記録・保存

修繕必要

修繕不要
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３ 現状と課題 

３．３ 人口減少、少子化・高齢化による建設分野の担い手不足 

本県の総人口は、平成 10 年の 288 万人をピークに減少に転じており、20 年後

の令和 22 年には 252 万人となり、平成 27 年の 284 万人から 32 万人減少する  

見込みとなっています。加えて、少子化・高齢化による人口構造の変化も進行し

ており、総人口に対する生産年齢（15 歳から 64 歳）の人口割合は、約 59％から

約 54％に減少する見込みです。 

なかでも建設分野では、29 歳以下の就業者割合が平成 12 年の約 21％から   

平成 27 年には約 11％に減少するとともに、60歳以上の就業者割合が約 13％から

約 25％に増加しており、就業者の年齢構成が他業種と比較して急速に変化してい

ます。 

このような社会的要因により、インフラを整備・維持管理する上で必要となる

担い手不足が既に顕在化しており、今後更に進行することが想定されることから、

i-Construction の推進などによる建設分野の生産性向上が必要となっています。 
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図１．13 総人口と年齢別割合の推移 

※国勢調査結果及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（H30.3）を基に作成 

図１．14 就業者年齢構成の対比（建設業/製造業） 

※国勢調査結果を基に作成 
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３ 現状と課題 

３．４ 新型コロナウイルス感染症をきっかけとした社会変容 

新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ」という。）の拡大をきっかけに、

様々な場面でデジタル技術の活用の有益性が改めて認識され、テレワークや遠隔

教育、インターネットを活用した新たなビジネスモデルの創出など、デジタル技

術を活用した「ニューノーマル（新しい日常）」な社会の構築が進められています。 

建設分野においても、感染拡大の防止と社会経済活動を両立していくため、  

行政手続きのデジタル化や、映像データを活用した監督検査など、非接触・リモ

ート型の働き方への転換に向けた環境整備が求められています。 

このように、デジタル技術やデータを活用することによって、様々な場面での、

書面・対面にとらわれない働き方を推進していくことが必要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図１．15 新型コロナがもたらした社会・価値観の変容 

（出典）首相官邸ＨＰ「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画 概要」 

    https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20200715/siryou8.pdf 

図１．16 行動のＤＸ：対面主義にとらわれない働き方の推進 

第１ 総論 
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（出典）国土交通省ＨＰ「第１回国土交通省インフラ分野の DX 推進本部会議資料」 

https://www.mlit.go.jp/tec/content/200729_02.pdf 
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３ 現状と課題 

３．５ デジタル化やデータ利活用の遅れ 

新型コロナ拡大への対応を通じて、特に行政分野でのデジタル化・オンライン

化の遅れが明らかになりました。これを受け、令和２年７月に閣議決定された 

「経済財政運営と改革の基本方針 2020」では、デジタル・ガバメントの構築を  

最優先政策課題と位置付け、行政のデジタル化を強力に推進することとしており、

本県においても、国の動きを踏まえ、行政手続きの原則デジタル化や行政サービ

スの質の向上に集中的に取り組み、県民の利便性の向上や業務効率化を図ること

としています。 

土木建築局では、これまで個々の業務において、システム導入などによる効率

化を進めてきましたが、未だ書面・対面で行う業務が多く残っている状況です。 

また、インフラデータ 10に関しても、個々の業務毎に構築されたシステムなど

の要因により、道路・河川などの分野間や国・市町などの施設管理者間での   

データ連携ができておらず、誰でも自由に利活用できる形で公開するオープンデ

ータ 11化も進んでいない状況です。 

このような状況を改革し、利便性などの県民サービスの更なる向上や新たな 

ビジネスモデルへの転換につなげるために、インフラデータを官民で利活用でき

る仕組みを構築することが必要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
10 インフラデータ 橋梁などの施設諸元や点検結果といった施設の維持管理に関するデータや県が管理する道路の規制情報や河川の観測情報な
どのリアルタイムデータなど、公共土木施設に関する様々なデータのこと。 

11 オープンデータ 国、地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち、誰もがインターネット等を通じて容易に利用（加工、編集、再配布
等）できるよう、次のいずれの項目にも該当する形で公開されたデータのこと。 
①営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能なルールが適用されたもの 
②機械判読に適したもの 
③無償で利用できるもの  

図１．17 土木建築局におけるオープンデータの例 

土砂災害ポータルひろしま 
→土砂災害警戒区域図等の 

GIS データがダウンロード可能 

高潮・津波災害ポータルひろしま 
→高潮・津波浸水想定図等の 

GIS データがダウンロード可能 
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４ 基本的な考え方 

社会情勢の変化に伴う様々な課題に的確に対応していくためには、急速に進展 

するデジタル技術の活用は非常に有効な手段であり、民間企業等と積極的に協働 

しながら、デジタル技術とデータの利活用によって新たなイノベーションを起こす

ことが必要です。 

また、これらを下支えするためには、建設分野における関係者の現状のスキルを

踏まえた人材育成等を進めるとともに、官民が連携してデジタル技術とデータの利

活用を進める仕組みづくりが必要です。 

このため、本構想の実現に向けて、次の３つの考えを基本に、５つの姿勢で取組

を推進します。 

 

 

【３つの基本的な考え方】 

（１） デジタル技術を最大限に活用 

（２） データ利活用を推進 

（３） 人材育成と官民連携を推進 

 

【５つの取組姿勢】 

（１） ユーザーファースト（県民起点）で考える 

（２） 分野（縦割りの壁）を越える       

（３） 様々な関係者を巻き込む  

（４） 小さく始めて改善を繰り返す     

（５） 失敗を恐れない           
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図１．18 取組推進にあたっての考え方と姿勢 
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第２ 目指す姿と取組体系                       

１ 取組期間 

取組期間は、令和３年度から令和７年度までの５年間とします。 

なお、「第３ 具体な取組案」については毎年度フォローアップを実施し、デジタ

ル技術の進展や取組の進捗状況などを踏まえて、内容の見直しや新たな取組の追加

などを行います。 

 

２ ５年後の目指す姿 

「安心 誇り 挑戦 ひろしまビジョン」では、基本理念として、「将来にわたって、

『広島に生まれ、育ち、住み、働いて良かった』と心から思える広島県の実現」を 

掲げ、概ね 30年後の本県のあるべき姿を構想しています。 

デジタル技術の進展は我々の想像を超えるほど目まぐるしく、将来の見通しを 

立てることは困難ですが、30年後のあるべき姿を見据えながら、現時点で考えられ

る目指す姿を描く必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第２ 目指す姿と取組体系 

１ 

２ 

図２．１ 30 年後のあるべき姿に向けた目指す姿の設定 

現 在
目指す姿

加速度的に進む人口減少，進展するデジタル技術やグローバル化，
頻発する大規模災害や新興感染症の発生など，先行き不透明な時
代においても，県民が夢と希望を持てる経済的基盤を確立し，その
豊かさを実感しながら，一人一人が安心して健康に，生きがいを
持って暮らすことができ，それぞれの価値観に基づいた満足を実現
できる社会を目指し，概ね30年後の将来においても持続可能な広
島県である必要がある。

【概ね30年後の本県のあるべき姿】

時 間

変
革
の
度
合
い
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第２ 目指す姿と取組体系                       

 

本構想では、30 年後のあるべき姿をイメージしつつ、社会資本未来プランに示す

10年後の目指す姿の実現に向けて、次の５つの姿を目指します。 

 

【社会資本未来プランに掲げる県土の将来像（10 年後の目指す姿）】 

県民が様々な場面（平時から非常時に至るまで）において、「安全・安心」や 

「サービス（利便性・快適性・生産性）」等の向上を実感できる社会 

 

 

 

 

【広島デジフラ構想で目指す５年後の姿】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ オープンデータ化が進み、官民データを活用した災害リスク

情報など、県民が必要な情報を容易に入手できることで、

県民の安全・安心が向上し、新たなサービス・付加価値が

創出されています。 

 

○ 県土全体の３次元デジタル化や将来の自動運転に向けた環境

整備などにより、県民の利便性が向上するとともに、物流・

交通・観光など幅広い領域においても、新たなサービス・付加

価値が創出されています。 
 

○ 社会資本整備の調査・設計・施工から維持管理のあらゆる

段階において、ＢＩＭ／ＣＩＭの活用やＩＣＴ建設機械による

施工、ＡＩを活用した点検技術などにより、建設分野の生産性

が向上しています。 
 

○ 建設分野における関係者が、デジタル技術に関する一定の

知識や利用する能力（デジタルリテラシー）を持ちつつ、

官民でノウハウなどを共有しながら、持続的な変革を実践して

います。 

 Ⅴ.持続的 
な変革 

 
Ⅳ.建設分野 
の生産性 

向上 

 
Ⅲ.県民の 
利便性 
向上 

 
Ⅱ.県民の 
安全・安心 

の向上 

 

Ⅰ.新たな 
サービス・ 

付加価値の 
創出 

 

第２ 目指す姿と取組体系 
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３ 取組体系 

５つの目指す姿の実現に向けて、８つの取組分類で体系的に区分し、推進します。 

 

 

目指す姿 取組分類 

Ⅰ.新たな 
サービス・ 

付加価値の 
創出 

①データの一元化・オープン化 
インフラマネジメント基盤（DoboX※）を利用して、官民が保有する様々

なインフラデータを一元化・オープンデータ化し、データを組み合わせた

新たなサービス・付加価値の創出を促します。 

 

②価値あるデータの整備 
県土全体の３次元データなどの新たなデータ整備や民間企業等の  

ニーズに応じたデータ整備を行うことで、データ利活用を後押しします。 

 

Ⅱ.県民の 

安全・安心 
の向上 

③災害リスク情報の発信 
きめ細かな災害リスク情報の発信や高精度化、よりわかりやすい  

情報発信を行います。 

 

④異常気象時の業務効率化 
水防活動や災害復旧などに従事する関係者が効率的に業務を進める 

ことができる環境を整備します。 

 

Ⅲ.県民の 

利便性向上 

⑤円滑な物流・人流の実現 
モノやヒト、情報の流れを可視化・分析し、ボトルネックを改善する 

ことで、より円滑に流れる仕組みを構築します。 

 

Ⅳ.建設分野

の生産性 
向上 

⑥効率的な事業の推進 
インフラ整備における調査、設計、施工から維持管理のあらゆる段階に

おいて、デジタル技術を最大限に活用し、業務そのものやプロセスを変革

することで、効率的に事業を推進します。 

 

⑦維持管理の高度化・効率化 
デジタル技術を活用し、従来の維持管理手法を高度化・効率化すること

で、将来にわたって、インフラを適切に維持管理していきます。 

 

Ⅴ.持続的な

変革 

⑧人材育成と官民連携 
デジタル技術の進展に対応した、デジタルリテラシーを有する人材の

確保・育成や官民連携体制を構築します。 

 

※      ：インフラマネジメント基盤の呼称、土木（建築）×ＤＸ=ドボックス 

 

 

  

表２．１ 目指す姿と取組分類 

DoboX
土木 ＤＸ ドボックス× ＝

第２ 目指す姿と取組体系 

３ 
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【参考】 
 インフラマネジメント基盤（DoboX）の構築 

広島デジフラ構想に掲げる目指す姿を実現するためには、行政の発想に留まらない
様々なアイデアを取り込みながら、新たなイノベーションを起こしていくことが必要
です。 

インフラマネジメント基盤の構築にあたっては、セキュリティの確保を大前提に、
アジャイル・オープン・UI/UX※・民間コラボレーションを基本理念に掲げ、変化に柔
軟に対応できる基盤とすることを考えています。 

 ※ UI/UX…ユーザーインターフェース/ユーザーエクスペリエンスの略 
       システムのデザインやユーザー体験のこと 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

参考図３ 基盤構築における基本理念 

参考図４ 基盤を活用した取組の全体像 

第２ 目指す姿と取組体系 

民間
ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ

拡張・追加を
民間と一緒に実施

民間ビジネスも
後押し

オープン
官民データを

広く誰もが扱える
状態に

UI/UX
データを

分かりやすい
形で検索したり

可視化することを
可能に

アジャイル
柔軟にデータや
機能を拡張し，

長期的かつ継続的
に発展

セキュリティ
不正アクセスの

防止などで
安心してデータを
提供できる基盤へ

国/県/市町県民民間企業 土木・インフラ事業者

県が保有している
データを

活用したい

オープンデータを
活用して

チャレンジしたい

自社が持つ
データを

広く活用してほしい

新たなサービスを
提供したい

データの一元化
・オープン化 建設分野の生産性向上 官民協働でのチャレンジ

インフラマネジメント基盤（DoboX）

県保有データの一元化・高度化

データカタログ（検索・閲覧・ダウンロード）

公開APIの利用 アプリケーションの開発・利用

1 2 3

3次元データの整備・活用

行政業務を
効率化したい

ドローン・モバイルデータ
市町システム 保有システム

県保有システム
県データ

市町システム
国/市町データ

市町システム
市町システム

民間等データ

オープンデータ化

民間等データとの連携 業務の効率化 民間等によるアプリ開発・利用

インフラデータの他分野活用

アプリケーション

学術機関
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第３ 具体な取組               令和  

 

 具体な取組案は、本構想の策定時点で想定する取組の将来像や内容をとりまとめた

ものです。今後、デジタル技術の進展や取組の進捗状況、優先順位や費用対効果などを

踏まえて、他分野への応用や、複数の取組を組み合わせた新たな取組への発展も見込ま

れます。このため、毎年度フォローアップを実施し、取組内容やロードマップの見直し

を行います。 

また、取組案に加え、様々な施策アイデアについても、引き続き具体化に向けて  

検討・調整を進めていきます。 

 

 

 

取組分類 取組名 個票番号 

①データの一元化・ 
オープン化 

インフラマネジメント基盤（DoboX）の構築・運用拡大 ①-01 

地盤情報のオープンデータ化 ①-02 

②価値あるデータの 
整備 

県土全体の３次元デジタル化 ②-01 

都市計画基礎調査結果のオープンデータ化 ②-02 

民間企業等のニーズを踏まえたデータ整備・利活用の

推進 
②-03 

中古住宅市場の活性化に向けた関連データの一元化 ②-04 

 

  

Ⅰ．新たなサービス・付加価値の創出 

第３ 具体な取組案 ［令和６年度版］ 
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取組分類 取組名 個票番号 

③災害リスク情報の 
発信 

個人ごとに異なる災害リスク情報のリアルタイム発信 ③-01 

個人ごとに異なる避難ルート設定 ③-02 

洪水予測などの水害リスク情報の高度化 ③-03 

災害リスク情報等の３Ｄマップ化 ③-04 

ＡＲを活用した水害・土砂災害の記録の伝承と災害リ

スクの可視化 
③-05 

④異常気象時の 
業務効率化 

画像情報等の充実・強化 ④-01 

災害発生直後の調査・設計の迅速化 ④-02 

ダム放流操作の精度向上を支援するシステムの構築 ④-03 

 

 

 

取組分類 取組名 個票番号 

⑤円滑な物流・人流 

の実現 

ビッグデータを活用した主要渋滞箇所における交通円

滑化対策の実施 
⑤-01 

デジタル技術を活用した港湾物流の高度化・効率化 ⑤-02 

新技術等を活用した効果的・効率的な空き家対策の

推進 
⑤-03 

人流データを活用した利便性の高い空港アクセスネッ
トワークの確立 

⑤-04 

クルーズ客等港湾利用者の行動分析データの活用 ⑤-05 

デジタル技術を活用した瀬戸内海航路網の最適化 ⑤-06 

インフラツーリズムの推進 ⑤-07 

建築関連申請業務等のオンライン化 ⑤-08 

 

  

Ⅲ．県民の利便性向上 

Ⅱ．県民の安全・安心の向上 

第３ 具体な取組案 ［令和６年度版］ 
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取組分類 取組名 個票番号 

⑥効率的な事業の 

推進 
主要構造物における CIM の完全実施 
（i-Construction の推進） 

⑥-01 

土工工事におけるＩＣＴ活用工事の完全実施 

（i-Construction の推進） 
⑥-02 

受発注者間の協議・臨場等の高度化・効率化 

（i-Construction の推進） 
⑥-03 

公共事業の調達事務の電子化 ⑥-04 

国・県・市町における業務・工事成果等の共有化 ⑥-05 

地下埋設物情報の共有化 ⑥-06 

法規制関係情報の一元表示 ⑥-07 

AI などによる積算チェック機能及び工事発注までの作
業効率化 

⑥-08 

監督業務などのサポート機能の構築 ⑥-09 

ＡＩなどを活用した地形改変箇所等の抽出 ⑥-10 

３次元設計（BIM）の試行実施拡大 ⑥-11 

公共事業の進捗状況の見える化 ⑥-12 

用地関連業務における支援データベースの構築 ⑥-13 

 

  

Ⅳ．建設分野の生産性向上 

第３ 具体な取組案 ［令和６年度版］ 
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取組分類 取組名 個票番号 

⑦維持管理の 
高度化・効率化 

ドローン等を活用した施設点検の高度化・効率化 ⑦-01 

法面の崩落予測技術の構築 ⑦-02 

除雪作業における支援技術の構築 ⑦-03 

路面管理の効率化と路面陥没等を予測する技術の構

築 
⑦-04 

道路附属物の AI 技術等を用いた性状把握 ⑦-05 

河川巡視・点検における変状箇所把握の効率化 ⑦-06 

排水機場の排水ポンプの劣化予測システムの構築 ⑦-07 

IoT やドローン等を活用した獣害防止対策の構築 ⑦-08 

ドローン等を活用した県営住宅の安全安心の確保 ⑦-09 

道路台帳付図閲覧の利便性向上 ⑦-10 

港湾・漁港台帳閲覧の利便性向上 ⑦-11 

デジタル技術を活用した港湾保安対策の高度化・効

率化 
⑦-12 

 

 

 

取組分類 取組名 個票番号 

⑧人材育成と 

官民連携 
建設分野におけるデジタルリテラシー向上に係る研修
の実施 

⑧-01 

建設分野におけるＤＸ推進のための官民協働体制の

構築 
⑧-02 

建設現場の魅力発信（i-Construction の推進） ⑧-03 

 

 

  

Ⅳ．建設分野の生産性向上 

Ⅴ．持続的な変革 

第３ 具体な取組案 ［令和６年度版］ 
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R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

（①-01）インフラマネジメント基盤（ＤｏｂｏＸ）の構築・運用拡大（①-01）インフラマネジメント基盤（ＤｏｂｏＸ）の構築・運用拡大

現状
・道路の規制情報や河川の観測情報等のインフラデー
タは、施設毎に構築したシステム等で個々に管理してお
り、施設管理者間で連携できる状態となっていない。
・オープンデータ化が十分でないため、民間企業等での
データの利活用が進んでいない。

・システム設計・開発
・既存システムの改修
・モデルアプリケーション開発
・国、市町、民間とのデータ
連携調整

将来像
・県保有データのみならず、様々な主体が保有するデータが一元
化・オープン化されている。
・オープンデータの利活用によって、新たなビジネスやイノベーショ
ンが創出されている。

（イメージ図）

R8年度以降

実
現
成
果

具
体
な
取
組

・システムの機能拡張
・県民向け情報共有アプリの開発
・新たなデータの整備

・ＤｏｂｏＸの運用開始、県民や民間事業
者等のオープンデータ利用開始
・モデルアプリケーションによる新たな
情報発信

国/県/市町県民民間企業 土木・インフラ事業者

県が保有している
データを

活用したい

オープンデータを
活用して

チャレンジしたい

自社が持つ
データを

広く活用してほしい
新たなサービスを

提供したい

データの一元化
・オープン化 建設分野の生産性向上 官民協働でのチャレンジ

インフラマネジメント基盤（DoboX）

県保有データの一元化・高度化

データカタログ（ 検索・閲覧・ダウンロード）

公開APIの利用 アプリケーションの開発・利用

1 2 3

3次元データの整備・活用

行政業務を
効率化したい

ドローン・モバイ ルデータ市町システム 保有システム
県保有システム

県データ
市町システム

国/市町 データ

市町システム
市町システム

民間等データ

オー プンデータ化

民間等 データとの連 携 業務の効率化 民間によるアプリ開発・利用

インフラデータの他分野活用

アプリケーション

学術機関

・オープンデータや可視化コンテンツの追加
などサービスの拡充
・公共施設の異常に対し速やかな現場対応
でき管理水準が向上

・国の３次元点群データ共有
プラットフォームとの連携
・既存システムの改修

・国、市町、民間事業者等とのデータ連携拡大
（ R3：3市町、 R4：6市町、R5：10市町、R6：15市町、R7：23市町）

スマホで通報
（道路・河川・公園など）

DoboX情報
（通行規制・対応状況など）

県民向け情報共有アプリを用いて維持管理の高度化・効率化

迅速な対応（現場対応、通行規制の実施など）

河川 公園

道路

住民

通報された異常箇所は
職員が確認、対応を検討

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

(①-02)地盤情報のオープンデータ化(①-02)地盤情報のオープンデータ化

現状
・公共事業に伴い、様々な箇所で地質調査を実施しているが、調査
結果（ボーリングデータ等）は業務単位で納品・保管されている。
・調査結果は当該事業での活用に留まっており、二次利用できていな
い 。

・オープン化するデータの検討
・電子納品保管管理システム
からボーリングデータを抽出し、
DoboXへ搭載

将来像
・ボーリングデータを一元的に検索・ダウンロードでき、
民間企業等でも活用されている。
・ボーリングデータの活用によって、新たなイノベーショ
ンが創出されている。

（イメージ図）

R8年度以降

具
体
な
取
組

・データの追加
・オープン化するデータの検討
（公開を前提としていない過去データ等）
・継続してデータをアップロードする仕組みの構築

・データの追加
・国、市町、民間企業等が保有する
ボーリングデータとの連携

ボーリング柱状図
電子納品保管管理

システム

インフラマネジメント基盤
（DoboX）

活用事例
・地盤リスク評価
（揺れやすさ、液状化、崖崩れ等）
・災害シミュレーションの高度化

など

データの一元化データの一元化

オープンデータ化オープンデータ化 データの利活用データの利活用

実
現
成
果

・DoboX運用開始時にオープンデータ
として一部公開 ・追加データの順次公開
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R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

(②-01)県土全体の３次元デジタル化(②-01)県土全体の３次元デジタル化

現状
・主に測量・調査段階において、３次元データ（３次元点群データ
等）を取得しているが、それを基に作成される平面図・断面図等の
活用に留まっている。
・一部の３次元データはハードディスク等の媒体で保管されている
ため、十分に活用されていない。

・公開方法等の検討
・既存データのDoboX
への搭載

将来像
・３次元データを一元化し、バーチャル空間に県土全体
が再現されている。
・３次元データのオープン化により、新たなビジネスやイノ
ベーションが創出されている。

（イメージ図）

R8年度以降

具
体
な
取
組

・国等の保有するデータとの連携
により高精度化エリアの拡大

・データの更新頻度等の検討

・国等が保有するデータの連携や、ＭＭＳやＡＬＢ等の
様々な３次元データを公開による更なるデータの充実
・民間ニーズに応じたデータの整備や更新

３次元点群データ

インフラマネジメント基盤
（DoboX）

活用事例
・施設維持管理の高度化
・災害リスクシミュレーションの
高精度化

・事前データとの比較による
被災状況等の早期把握

・バーチャル観光
・ゲーム開発 など

データの一元化データの一元化 オープンデータ化オープンデータ化

データの利活用データの利活用

実
現
成
果

・DoboX運用開始時に県土全体を３次元で見える化
・３次元データをオープンデータ化

・追加データの順次公開

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

（②-02）都市計画基礎調査結果のオープンデータ化（②-02）都市計画基礎調査結果のオープンデータ化

・都市計画基礎調査の実施
（土地利用：R3～R4、建物：R3～R5、人口：R5）
・調査結果データの整備とオープンデータ化
・調査結果を活用した事例として３Ｄ都市モデル構
築等により、市町や民間事業者等へ活用促進

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

具
体
な
取
組

実
現
成
果

・調査結果が段階的にオープンデータ化され、
行政機関以外でもデータの利活用が可能

現状
・都市計画法に基づき、概ね５年毎に都市計画基礎
調査を実施し、県や市町における都市計画の検討に
活用している。
・調査結果は行政機関のみで共有されており、民間
企業や研究機関等において活用されていない。

将来像
・都市計画基礎調査結果をオープンデータ化し、様々な
データの重ね合わせやシミュレーションが行われ、都市の
課題抽出及び課題解決に向けた検討が可能となっている。
・民間企業や研究機関等において、データ利活用が進むこ
とで、防災やまちづくり等の地域課題を解決するスマートシ
ティ化が実現されている。

・行政機関のみならず民間企業や研究機関等においても都市計画
データの利活用が進み、スマートシティ化の取組が促進される

・スマートシティ化の進展に伴い求められる調査
項目の追加検討
・調査結果データの更新
・市町や民間事業者等における３Ｄ都市モデル
を活用したユースケース開発等の支援

出典：国土交通省 プラトー

https://www.mlit.go.jp/plateau/

（イメージ図）
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R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

(②-03)民間企業等のニーズを踏まえたデータ整備・利活用の推進(②-03)民間企業等のニーズを踏まえたデータ整備・利活用の推進

現状
・県が保有するインフラデータには、書面やＰＤＦ等の二次利用でき
ない形式で管理されているものがある。

・データニーズの把握
・データ整備手法など
の調査

将来像
・民間企業等のニーズに応じたデータが適切な形式で提
供されている。
・データの利活用が進み、新たなサービス・付加価値が
創出されている。

（イメージ図）

R8年度以降

具
体
な
取
組

・ニーズを踏まえたデータ整備
・継続したデータニーズの把握

インフラマネジメント基盤
（DoboX）

ニーズに合った形式に変換ニーズに合った形式に変換
オープンデータ化オープンデータ化

データの利活用データの利活用

実
現
成
果

・追加データを順次公開することによって、民
間企業等でのデータ利活用が進んでいく

書面

PDF

・大学や民間等での利活用に
向けた取組を拡充

・データを活用し、民間事業者から新たなサービス
が生まれる
・データを活用した研究が進み、防災やまちづくり
などの課題解決に寄与する

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

（②-04）中古住宅市場の活性化に向けた関連データの一元化（②-04）中古住宅市場の活性化に向けた関連データの一元化

現状
・物件査定や重要事項説明などの不動産取引において

必要な情報は複雑かつ各方面に散逸しており、不動産
事業者は調査・情報収集に大きな労力を割いている。

・この煩雑な業務が事業者の生産性を下げており、消費者
への情報提供の充実や物件の取引量を増やす可能性
を阻害している。

将来像
・行政機関や民間事業者などが保有する不動産関連情報に簡単

にアクセスできる。
・効率的に情報収集できることで、事業者の消費者への情報提供

の充実や新たな取引物件の掘り起こしに繋がっている。
・広範囲に情報収集できることで、不動産・住宅関連の新たなサー

ビス創出に繋がり、不動産流通市場が活性化している。

（イメージ図）

R8年度以降

実
現
成
果

具
体
な
取
組

基本構想、ロードマップの策定（実現性や効果
を踏まえて連携する情報の優先度を整理）

不動産関連情報のDoboXとの連携（一部試行）

事業者など利用者のヒアリングを踏まえた
ユーザーインターフェイスの改修など

DoboXと連携する情報・システムを順次拡大

DoboX

都市計画法

建築基準法

災害リスク
情報

地質情報
地下

埋設管

宅地造成法

道路

上下水道

建物概要
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R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R8年度以降

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

（③-01）個人ごとに異なる災害リスク情報のリアルタイム発信（③-01）個人ごとに異なる災害リスク情報のリアルタイム発信

・各課保有データの一元
化、搭載データ選択
・災害リスク情報の表示方
法検討
・プッシュ型情報提供アプ
リの開発

現状
・道路規制情報、水位観測情報、土砂災害危険度情報
等を公開するホームページはそれぞれ独立しており、災害
リスク情報を一元的に確認することができない。
・県民は散在する情報の中から必要な情報を選択し、避
難判断を行っている。

雨量
河川
水位

土砂災害危険度

道路規制情報

災害リスク情報

（例）
ひろしま
道路ナビ

土砂災害
ポータル

洪水
ポータル

高潮・

津波災害
ポータル

将来像
・県民が同一画面上で様々な災害リスク情報を確認できる。
・危険度の高まりや位置情報に応じて、災害リスク情報がピ
ンポイント・リアルタイムに提供されている。

・一元化した災害リス
ク情報の活用検討
（市町、民間企業等
との連携）
・防災気象情報等の
細分化・精度向上

・一元化した災害リスク
情報が公開されている

・プッシュ型情報提供アプリ
の運用を開始

実
現
成
果

具
体
な
取
組

（イメージ図）

・市町や民間企業
が所有するアプリ等
と連携

・アプリを検証し、機能改善

・アプリの本格運用を開始し、災害リスク情報
がピンポイント・リアルタイムで提供されている

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R8年度以降

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

（③-02）個人ごとに異なる避難ルート設定（③-02）個人ごとに異なる避難ルート設定

・避難ルートを設定できるアプリ
の試行運用が開始されている

現状
・地域防災活動等において避難経路の確認が行われ
ているが、多くの県民が活動に参加していない。
・災害リスク情報を踏まえた個人ごとに異なる避難
ルートを選択できる仕組みがない。

・ハザードマップや
避難所情報等の
一元化

・避難ルート設定アプリの開発（平常時
の利用を想定）
・民間企業と連携したマイ・タイムライン
を作成できる機能の実装
・防災施設の位置など避難ルート選定
に必要な情報をDoboXから公開

将来像
・県民一人ひとりの居住環境を考慮した避難ルートの設定が
可能となり、災害リスク情報と併せて提供されている。

災害時に避難経路
の安全性を確認できない

避難ルートが自動提案されている

ルートA

ルートB

ルートC

ルートＣの
安全性
を提案します

避難場所

実
現
成
果

具
体
な
取
組

・安全な避難ルートが確保
できるよう避難ルート選定に
必要な情報を拡充
・DoboXと市町や民間企業
が所有するアプリ等と連携

・災害リスク情報と併せて、避難ルートが提案されている

・アプリを検証し、機能改善

（イメージ図）
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広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

（③-03）洪水予測などの水害リスク情報の高度化（③-03）洪水予測などの水害リスク情報の高度化

現状
・洪水予報河川及び水位周知河川として指定されている河
川の水位局地点における水位到達情報（氾濫危険水位等）
を対象区域全体（町単位、区単位）に発信している。

将来像
・様々な水害リスク情報がリアルタイム・ピンポイントで配信されて
いる。
・県民自らが水害リスク情報を取得でき、的確な避難行動の判断
が可能となり、水害からの逃げ遅れがゼロとなっている。

将来計画将来計画

（イメージ図）

・水位観測カメラの実証実験（サンド
ボックス）
・水位予測プログラム及び閲覧システ
ムの構築

・リアルタイム・ピンポイントで浸水深予測を表示し、県
民が的確な避難行動の判断が可能となる

R8年度以降

・水害リスクライン
（予測）の提供開始
［②その他河川］

・水害リスクライン
（予測）の提供開始
［①沼田川・黒瀬川］

具
体
な
取
組

実
現
成
果

・カメラや水位計が
提供する情報の拡
充

・水害リスクライン
（実況）の提供開始
［①沼田川・野呂川］

・水害リスクライン
（実況）の提供開始
［②その他河川］

・浸水深及び浸水範囲の予測に関
する検討

・モデルの検証及び精度向上
・検討対象河川の拡大

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R8年度以降

（③-04）災害リスク情報等の３Ｄマップ化（③-04）災害リスク情報等の３Ｄマップ化

現状
・土砂災害警戒区域や浸水想定区域等は平面図を
ベースに表示されており、県民からすると斜面の高さや
谷の形状といった具体的な地形のイメージや浸水範囲
などを捉えづらく、災害のリスクが伝わりにくい。

将来像
・県民が土砂災害や浸水害等の災害リスクを直感的に把握
できている。
・防災教育等の啓発事業に活用され、県民一人ひとりの適
切な避難行動につながっている。

・建物、浸水想定区
域図、高潮浸水想定
図、津波浸水想定図
の立体化（一部地域）

警戒区域の
勾配

急峻な地形

概成した
堰堤

3D表示

実
現
成
果

具
体
な
取
組

2D表示

・土砂災害警戒区域等を３
次元で見える化

土砂災害ポータル

（イメージ図）

・土砂災害警戒区域等データ・
地形データの更新等
・建物や災害リスク等の立体化
について、表示エリアの拡大な
ど情報の拡充を検討・実施

・様々な災害リスク情報が３次元で見える化され、県民の
適切な避難行動が可能となる

・土砂災害警戒区
域等の３Ｄマップ化
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R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度以降

（③-05）ＡＲを活用した水害・土砂災害の記録の伝承と災害リスクの可視化（③-05）ＡＲを活用した水害・土砂災害の記録の伝承と災害リスクの可視化

現状
・「地域の砂防情報アーカイブ」では、広島県の土砂災害情
報が地図上に集約されているが、貴重なデータベースの価
値を高めるため、更なる活用が求められている。
・土砂災害警戒区域等の災害リスク情報は平面図をベース
に公表されている。

将来像
・生活範囲周辺の災害リスクに対する理解が深まっている。
・スマホから簡単に、過去の災害情報が確認でき、より多くの
人々に災害の記憶や記録が継承されている。
・防災教育等の啓発事業に活用され、県民一人ひとりの適
切な避難行動につながっている。

・AR技術を活用した、土砂災害警戒区域等の
スマホ表示による土砂災害リスクの可視化

洪水
ポータル

高潮・
津波災害

ポータル

座標データ
地図データ

・ＡＲを活用した災害情報や災害リスクの可視化によっ
て、県民の適切な避難行動が可能となる

実
現
成
果

具
体
な
取
組

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

地域の砂防情報アーカイブ

（イメージ図）

・ ・

・地域の砂防情
報アーカイブにス
マホからもアクセ
ス可能とし、登録
されている土砂
災害情報の更な
る活用や認知度
の向上を検討

・居住する地域や個人ごとに避難行動に活
用できる最適な情報を表示できるパーソナラ
イズ機能を検討

・地図データ等の更新、保守管理、機能改善
・AR技術を活用
した土砂災害警
戒区域を可視化
する機能につい
てスマホのポータ
ルサイトへ実装
（機能の通称「キ
キミルAR」）

・先行する土砂
災害をベースとし、
洪水・高潮等の
災害リスク情報の
AR技術を活用し
た可視化を検討

・「キキミル
AR」の機能拡
充として、「地
域の砂防情報
アーカイブ」に
登録済の土砂
災害情報を追
加

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

（④-01）画像情報等の充実・強化（④-01）画像情報等の充実・強化

現状
・災害リスク情報を文字や数値等で提供しているが、切迫感が伝わ
りにくい。
・リアルタイムの映像による道路状況等が十分に提供できていない。
・災害発生後には、人による現地調査を実施し、被災状況等を確
認しているが、天候などが落ち着くまで現地に入れない。

・道路、河川、港湾・海岸監視
カメラの設置、順次拡大

将来像
・カメラ画像等を活用し、災害リスクの見える化や被災状況、
道路状況等がリアルタイムに把握できている。
・県民自らが災害リスク情報を取得でき、県民一人ひとりの適
切な避難行動につながっている。

（イメージ図）

R8年度以降

実
現
成
果

具
体
な
取
組

・カメラ情報等を一元的に確認できるアプリの開発
・国等の保有データとの連携

・アプリの運用が開始され、一元化さ
れたカメラ情報が県民に伝わっている

・カメラ情報等の拡充により、県民の的確
な避難行動の判断が可能となる

・ＡＩ等デジタル技術を活用した道路交
通量調査が実施されている
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R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

(④-02)災害発生直後の調査・設計の迅速化(④-02)災害発生直後の調査・設計の迅速化

現状
・災害発生直後の現地調査や測量作業は、人の手によっ
て実施されている。
・ＵＡＶを一部活用しているが、平面図・横断面図等の作成
に手間を要している。

・実現可能性の検討
・被災箇所の自動抽出技術
（衛星・航空写真等）の構築

（イメージ図）

R8年度以降

実
現
成
果

具
体
な
取
組

・モデル河川での実証実験開始
・ドローン等による自動測量・図化技術の構築
・３次元点群測量等の活用による災害査定の実施
・衛星リモートセンシング技術による被災状況の確認

・被災箇所の自動抽出から
設計までの作業の自動化

・災害復旧事業に係る測量業務が効率化さ
れ、被災箇所の迅速な把握が可能となる

・標準的な復旧工法などの設計が自動化
され、迅速な復旧が可能となる

将来像
・ＵＡＶや３次元データを活用し、被災箇所を迅速かつ正確に把
握できている。
・測量作業や地形図作成、設計が自動化され、災害復旧事業
に係る業務が効率化されている。

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度以降

広島デジフラ構想 取組期間広島デジフラ構想 取組期間 将来計画将来計画

（④-03）ダム放流操作の精度向上を支援するシステムの構築（④-03）ダム放流操作の精度向上を支援するシステムの構築

現状
・気象庁の雨量データからダムへの流入量予測を行い、
ダム放流操作を行っている。
・流入量予測は、一般的な演算式で算出するため、時
間とともに予測値が大きく変わることもあり、精度に課題
が残る。

将来像
・AIによる降雨実績等を学習していくシステムを構築することで、
雨の降り方等に応じたより精度の高い流入量予測を行い、ダ
ム放流操作の精度が向上されている。

（イメージ図）

具
体
な
取
組

実
現
成
果

ＡＩ

実績
流入量

観測
雨量

予測
雨量

予測
流入量

ダム流入量予測のＡＩ深層学習の導入（例）

流入量の予測精度が向上すると・・・

＜流入量予測システム（椋梨ダム、魚切ダム）＞

・他ダムへのシステム展開
・予測データを踏まえたダム操作の検証

（自動化検討）
・統合監視体制の検証

・予測精度の評価

・予測システムの
試験運用開始（１ダム） ・ダム操作の自動化及び統合監視により、ダムの

下流側に居住する県民の安全性が向上する

・過去の降雨量や流入量、放流量等のデータ整理
・AＩによる予測システムの構築

・他ダムでのシステム
運用開始

・本格運用開始
（１ダム）
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